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要約 
 我が国の経済成長の鈍化が叫ばれてから久しい。日本経済の活性化のためには、中長期

的に持続可能な経済成長率を示す指標である潜在成長率の上昇が必要となる。現在、我が

国の潜在成長率は先進国の平均値を下回る水準にある。この潜在成長率は労働投入、資本

投入、そして全要素生産性をもとに推計されるが、これらの構成要素を順にみた結果、労

働投入、資本投入は既に限界値にあることが分かった。したがって、全要素生産性を伸ば

すことが必要不可欠である。さらに、全要素生産性には地域間格差が存在することも分か

った。したがって本稿では、地方の全要素生産性に成長の余地があると考える。 

 全要素生産性の上昇を促すための手段として、我々は開業に着目した。Brandt(2004)に

おいて、開業が全要素生産性に対し正の効果をもつことが明らかにされている。中小企業

庁の調べによると、2012 年現在の我が国の開業率は 4.6%であり、これも先進国の水準か

ら見るとかなり低い2。この開業率の低さが、本稿での問題意識である。また、着実に全要

素生産性を上昇させるには、ただ開業数を増やすだけでなく、質の高い開業を促すことが

重要である。現在既に数々の開業支援施策が打ち出されているものの、政府の他にも地方

自治体、企業等の様々な主体がそれぞれに開業支援施策を行ってきたため、明確な方針が

ない、施策の認知度が低い等の問題があり、開業に対して十分な成果を上げることができ

ていない。したがって、行政がそれらを包括的に統率する仕組みが必要とされている。 

 そこで本稿では政策提言に必要な２つの実証分析を行った。１つ目の分析は、市区町村デ

ータを用いた開業要因の実証分析である。その分析から高度な人的資本の存在が企業の開

業要因になっていることが明らかになった。２つ目の分析は、開業後の企業の生産性を向上

させる要因についての実証分析である。この分析により開業時の資本金の大きさが開業後

の企業の生産性に正の影響を及ぼすことが示された。 

 以上のような分析結果より、開業率向上のためには、高度な人的資本が集約する拠点づ

くりが必要であること、また、生産性の高い企業の創出には、開業時の十分な資金供給が

重要だということが示唆されている。それに加え、京都大学イノベーションキャピタル株

式会社への聞き取り調査により、高度な人的資本に加え、ベンチャー創出に最も必要とな

る要素は、競争力の源泉となる知財（シーズ）だということが分かった。こうした分析及

                                                   

2 中小企業庁(2015)「中小企業白書 2014 年度版」による。 
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び聞き取り調査からの政策的含意より、我々は「開業支援の拠点としての大学発ベンチャ

ーキャピタル」を全国７か所に設置することを提言する。現行の開業支援政策を最大限活

用した上で、ベンチャー創出に必要不可欠な知財・高度な人的資本といった開業の資源を

拠点に集約し、それらの相乗効果を生み出すことで、開業率向上を図る。また各地域が強

みを持つ分野に集中して投資・育成を行うことで、日本各地で独自の中核的研究拠点を生

み出し、その周辺で良質な起業家を包括的に支援できるシステムを構築する。この施策に

よって、全国各地からイノベーションが起き、地方経済の活性化、最終的には我が国の経

済成長率向上につながると考える。 
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はじめに 
 

 我が国の経済成長の鈍化が叫ばれてから久しい。政府は現在、名目 GDP600兆円という目

標を掲げ、三本の矢に続く「新三本の矢」と銘打った、希望を生み出す強い経済、夢を紡ぐ

子育て支援、安心につながる社会保障を柱とする経済活性化政策を進めている。しかし、我

が国の 2015年の名目 GDP(速報値)は 500.5兆円であり、目標値からは依然として遠い。 

経済活性化には、まず「中長期的に持続可能な経済成長率」(日本銀行(2009))である潜在

成長率の上昇が欠かせないというのが政府の見解である。そして持続的な成長力を確保す

るためには、経済的な地域間格差の拡大に歯止めをかけなければならないのは言うまでも

ない。政府は地方創生政策として「まち・ひと・しごと創生基本方針」を掲げ、地方公共団

体に対して情報・人材・財政面からの支援を展開し、地域経済の活性化を図っている。 

本稿では我が国の経済活性化の手段として開業に着目する。開業が経済に対して正の影

響をもたらすことは分かっているものの、我が国の開業率は非常に低い。我々は、この開業

率の低さを問題と捉えている。そこで開業要因について、地域経済データを用いた実証分析

を行う。また企業が開業後、どのような要因により高い生産性を持つのかについても分析を

行った。また、大学発ベンチャーキャピタル（以下、VCと表記）である、京都大学イノベー

ションキャピタル株式会社に聞き取り調査も行った。そしてこれらの分析結果より、開業の

種となりうる高度な人的資本・知財・資本金に着目した。 

我々が本稿において提言する政策は、こうした開業の種となる要素に働きかける「拠点」

を構築することである。より具体的には、開業の拠点を「大学発 VC」という形態によって

設ける、ということである。本稿の提言を通じ、我が国の開業の現状、及び開業支援施策に

ついて一考する機会を提供できれば幸いである。 
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第１章 現状分析  
 

 我が国では 1990年代から経済成長の鈍化が続いている。本章では、中長期的に持続可

能な成長率を示す潜在成長率という指標を通じ、現状分析を行う。第１節において我が国

の潜在成長率の現状を把握し、第２節において潜在成長率向上のための方法を検討する。 

第１節 潜在成長率の現状 

本節では、我が国の潜在成長率について概観する。2001年から 2010年にかけての我が国

の平均潜在成長率は、約 0.8%である(図１)。同時期の先進国平均は IMF(2015)によると約

1.3%であり、我が国の値が低いことが分かる。将来予測についても同様である。IMF(2015)、

OECD(2013)の見通しによると、2015年から 2020年にかけての途上国の平均潜在成長率は約

5%、先進諸国の平均は約 1.6%であるが、一方で我が国は約 1.1%と、先進諸国にも及ばない。 

 

図１ 我が国の潜在成長率の推移 

 

（出典：内閣府(2014)「潜在成長率について(中長期、マクロ的観点からの分析①)」） 
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 第２節 潜在成長率低迷の原因と解決手段 

 なぜ我が国の潜在成長率は低迷しているのだろうか。ここでは潜在成長率の構成要素で

ある①労働投入②資本投入③全要素生産性3(以下、TFPと略記)について追究する。 

第１に、潜在成長率への労働投入の寄与度は年々低下している。今後も人口減少、少子高

齢化に伴い、生産年齢(15～64 歳)人口が著しく減少すると見込まれている。総務省(2014)

の推計によると、2050年の生産年齢人口は約 5,000 万人と、2015年の約 7,700 万人と比べ

て 35%も減少する。一方で女性や高齢者の労働市場参入が進んでいるため、労働力人口は増

加するのではないかという見方もある。しかし内閣府(2014)も述べているように、出生率が

2030 年に、人口を維持するのに必要な水準である 2.07 まで回復し、30～49 歳の女性の就

業率が 90%であり、高齢者が現在より５年長く働く、という３つの仮定を置いたとしても、

2060 年には労働力人口は約 5,400 万人にまで減少する(図２)。また、移民労働者を受け入

れるという方法も考えられるが、これは治安の悪化の懸念などから我が国では否定的な意

見が多い。そのため 2014 年現在で約 79 万人の外国人労働者を、2060 年までに労働力の人

口減少分にあたる 1000万人以上にすることは非現実的と言える4。就業率の上昇を楽観的に

見積もったとしても絶対的な人口減少による労働力人口の減少は避けられないのである。 

第２に、資本投入の寄与度も大きく減少している。しかし、我が国の資本係数（資本スト

ックを GDP で除したもの）は 4.0 を超えており、これは先進諸国が軒並み 4.0 を下回って

いるのと比べても高い水準にあることが分かる(図３)。内閣府(2014)も述べているように、

今後も資本係数は横ばいあるいは微減していくとみられており、これ以上の伸びは期待で

きないと言える。 

第３に、TFPの寄与度は微増傾向にある。しかし、我が国の TFPの伸び率は 1%程度にとど

まっている。他の先進国をみると、米国は約 6%、ドイツは約 12%という伸びを示している。

特にドイツは、我が国と同様に労働投入の寄与度がマイナスである一方で、TFP の寄与度が

0.9と大きく、その結果、潜在成長率も 1.7%と高い値を示している。 

これらの３要素を総合的に見ると、労働力人口を増やし労働投入の寄与度を上げること、

ならびに資本ストックを増やし資本投入の寄与度を上げることには限界があり、これらへ

                                                   

３労働や資本が GDPを生み出す生産効率を意味する。 

4 厚生労働省(2015)「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」を参照。 
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のアプローチによる潜在成長率の上昇は難しい。したがって、潜在成長率の上昇のためには

TFP の伸びが必要不可欠であることが明らかになった。一定の潜在成長率の達成に必要な

TFP の伸びを推計した経済産業省(2016)によると、我が国は先進諸国と比較して TFP を約

1.5～2 倍にする必要があることも分かっている(図４)。 

 

図２ 労働力人口の推計 

 

(出典：内閣府(2014)「労働力人口、資本蓄積と今後の経済成長について」) 
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図３ 資本係数の推移 

 

         （出典：内閣府(2014)「労働力人口、資本蓄積と今後の経済成長について」） 

 

図４ 潜在成長率の達成に必要な TFPの伸び 

 

                     （出典：経済産業省(2016)「通商白書 2016」) 
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 さらに、TFPには地域間格差も存在する。図５は各都道府県別の生産性を示している。TFP

に注目すると、全体的に都市部で高く、地方で低い傾向にあることが分かる。我々は TFPの

地域間格差に着目し、ここに TFP成長の余地があると考えた。 

 

 

図５ 都道府県別生産性(対数値) 

 

（出典：独立行政法人経済産業研究所(2013)「都道府県別産業生産性（R-JIP）データベースの構築と地

域間生産性格差の分析」） 

  

 TFPの上昇に貢献しうる一つの手段が開業であると我々は考える。Brandt(2004)は、開業

は TFPに正の影響を与えるということを実証的に明らかにした。現在、産業界全体で IoTや

ビッグデータ、AI などが急速に進展している。産業は新たな局面に突入しており、その社

会変化の大きさから第四次産業革命とも呼ばれている。ビジネスモデルは劇的な変革を迫

られているのである。日本経済再生本部決定(2016)によると、政府はこの変革を次世代の経

済成長の中核ととらえており、「機動的な意思決定の下、迅速かつ大胆な挑戦が可能なベン
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チャー」が必要不可欠であると述べている。以上より我々は、TFPを上げるべく、開業に着

目した。次章では、我が国における開業の現状とその要因について言及する。 
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第２章 問題意識 
 前章において、我が国の潜在成長率は低く、これを上昇させるためには TFPにアプローチ

すべきだと分かった。また TFP には地域間格差が存在し、地方における TFP に成長の余地

があると見込んだ。そして TFP上昇の手段として、我々は開業に着目した。次節から我が国

の開業について考察していく。 

 

 第１節 開業の現状  

 本節では、我が国の開業の現状について概観する。2012年現在、我が国の開業率は 4.6%

である(図６)。これは他の先進諸国が揃って 10%前後を示しているのに対し、非常に低い数

値である。この開業率の低さを本稿では問題意識として捉えている。政府も我が国の開業率

の低さを問題視しており、日本再興戦略(2016)においてはその数値を 10%まで増加させると

いう目標を掲げている。 

 しかしながら、闇雲に開業数を増やせばいいということでもない。木村(2014)によると、

我が国は現在いわゆる「回転ドア型経済」と呼ばれる状況にある。つまり、質のさほど変わ

らない企業が入れ替わっているにすぎないのである。TFPを着実に上げるためには、質5の高

い開業を促すことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

５ 本稿では、質を表す代替変数として「従業者一人当たり売上(総務省平成 24年度 経済センサス 事業所に関する集

計)」を用いた。(詳細については次章で説明する) 
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図６ 各国の開業率 

   

                （出典：中小企業庁(2015)「中小企業白書(2014年度版)」） 

 

 第２節 開業率低迷の原因 

これまでも政府は、制度整備や補助金、税制優遇等の政策により開業支援を実施してきた。

しかし、政府だけでなく、地方自治体、企業、大学・研究機関、金融機関、民間 VC等の様々

な主体がそれぞれに施策を行ってきたため、開業支援施策全体としては明確な羅針盤が無

く、十分な成果が上がっていない。有限責任監査法人トーマツ(2015)によると、こうした開

業支援施策の把握率は、一般市民よりも開業に強い関心があると考えられる起業家ですら、

全ての制度において 60%を下回っている(図７)。開業支援施策の認知度の低さも、開業が進

まない原因である。そこで政府が、開業のための拠点を作り、開業支援施策の認知度向上に

努めるべきであると我々は考える。 

また、それ以外にも開業率の向上に影響を与える要因が様々な実証分析から明らかにな

っている。次章からは、それらの成果を参考としつつ独自の仮説を打ち立て、それに基づい

て検証を行う。 
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図７ 開業支援制度把握率 

 

（出典：有限責任監査法人トーマツ(2016)「平成 25年度創業・起業支援事業(起業家教育の実態及びベン

チャー支援策の周知・普及等に関する調査)調査報告書」(経済産業省委託調査)） 
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第３章 分析 
 

 前章において、開業率の向上が TFPの上昇に正の効果を表すことから、経済活性化のた

めには、開業率の上昇を促すことが必要であるということを述べた。また、開業数の増加

だけではなく、開業した後の企業の質も重要であることにも触れた。まず第１節におい

て、本稿が参考としている先行研究を説明し、第２節において、それに対する本稿の位置

付けを説明する。これらを踏まえ第３節、第４節で２つの実証研究を行う。 

第１節 先行研究 

 本稿は、開業率に影響を与える要因について地域経済レベルで実証分析を行った研究の

いくつかを先行研究としている。 

 まず１つ目は岡室・小林(2005)である。これは開業に影響を与える要因を需要要因（人口

増加率）、費用要因（平均賃金）、人的資本要因（失業率、高学歴者比率）、資金調達要因

（持ち家比率）、産業集積要因・構造要因（事業所密度）及びその他の要因（交通アクセス、

企業規模構造など）に分類し、それらを説明変数として設定したうえで、被説明変数に開業

率（事業所数の増加率）をおき、分析を行ったものである。岡室・小林(2005)は全産業の開

業要因を市区町村レベルのデータを用いて分析した国内における数少ない研究として意義

がある。 

 そのほかに、全産業レベルで都道府県データを用いて、事業所や人口の集積効果や大企業

従業者の割合と、開業率の相関を実証した中村・江島(2004)、産業別（サービス業と製造業）

で都道府県データを用いて開業要因を分析した黒瀬・大塚(2006)なども本稿の先行研究と

なる。また、中小企業庁などの研究にも開業要因の分析を行ったものがある。 

 これらの諸先行研究において共通していることが３つある。１つ目は、被説明変数である

開業率に対して影響を与えると予想される要因を説明変数として採用し、これらを最小二

乗法などの方法で推定しているということである。２つ目は、これらの研究はすべて、使用

しているデータが古いということである。これらの研究の中で最も新しい黒瀬・大塚(2006)
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においても、使用データは 2001年のものとなっている。21世紀に入り、日本のおかれた経

済状況は一変したと言って差し支えなく、これらの研究は最近のトレンドを捉えきれてい

ないと言わざるを得ない。そして３つ目は、これらの研究は確かに開業数への影響に関して

は詳細な分析を行っているが、開業した後の企業の生産性については十分な考察がないと

いう点である。先述したように、開業においては開業の数そのものが増加することも重要だ

が、それと同程度に「開業の質」も極めて重要なのである。 

 これらの先行研究の特徴・課題を踏まえ、次節で本稿の位置付けについて述べる。 

 

第２節 本稿の位置付け 

 本稿では、前節で紹介した諸先行研究を参考として２種類の実証分析を行う。 

 まず始めに、先行研究に倣って開業要因の分析を行う。被説明変数には開業率を、説明変

数には高度な人的資本を表す変数として高学歴者比率をおく。そして「高学歴者比率は新規

開業率に対して正の影響を与える」という仮説に基づいて実証分析を行う。また、高学歴者

比率が開業率に及ぼす影響を正しく評価するためのコントロール変数として、事業所密度、

人口、平均所得をおく。本分析における説明変数とコントロール変数は、①前節で紹介した

諸先行研究で概ね共通して用いられており、②現在でも開業率に影響を及ぼすと考えられ

るもの、という基準で選択した。これらの変数のデータを、入手し得る最新の市区町村デー

タに更新して、実証分析を行う。我が国では近年、地域データを用いて開業要因の分析を行

った論文がほとんど存在しないため、本分析は意義あるものと考えられる。 

 次に、本稿独自の分析として、開業後の企業の生産性を向上させる要因について実証分析

を行う。これまでの研究では、開業数はどのようにすれば増えるかという要因分析が主であ

り、開業後の企業の生産性についてはほとんど論じられてこなかった。いくら開業する企業

が増えたとしても、それらの企業の生産性が低水準を保ったままでは、地域経済の活性化に

は寄与しない。したがって、ただ闇雲に開業する企業の数を増やすのではなく、「質の高い」

新規開業を促進することが必要なのである。本稿はこうした問題意識から「新規開業企業が

開業時に保有していた資本金が、開業後の生産性に正の影響を及ぼしている」という仮説を

立てた。これは、開業時の資本金が潤沢なほど、良質な設備の整った事業所を構えることが
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できるなどの理由により、生産性が高まると考えたためである。この仮説に基づき、検証を

行っていく。 

 開業要因の分析だけでなく、こうした開業後の企業の生産性向上の要因について分析を

行った国内の研究は、筆者の知る限り今までに存在しない。したがって、本稿の研究は全く

新しいものであるといえ、ここに本稿の新規性・独自性が存在する。 

 

第３節 開業要因についての分析 

 第１項 モデル 

 本節において行う分析の枠組みを説明する。分析の基本的なモデルは前節で触れたよう

に、以下のような線形重回帰モデルである。 

 

𝑆𝑇𝐴𝑅𝑇𝑖 = 𝛽0 + 𝛽1𝐻𝐼𝐺𝐻𝑖 + 𝛽2𝐷𝐸𝑁𝑆𝑖 + 𝛽3𝑃𝑂𝑃𝑖 + 𝛽4𝐼𝑁𝐶𝑖 + ε𝑖    

                    ( 𝑖 = 1,2, … ,1732   ε は誤差項)      

 

 各変数の定義は次節で説明する。上記のように被説明変数に地域別の新規事業所開業率

をおいて、加重最小二乗法を用いて推定を行う。これは、開業数は地域間で大きな分散があ

り、大都市と地方では開業「率」は同じでも実際の開業「数」には大きな違いがあることを

考慮したものである。なお、データには都道府県データよりもさらに細かい市区町村データ

を用いた。欠損値処理を行ったため、サンプルサイズは 1732である。 

 

 第２項 変数 

 各変数の定義を説明する。変数の出所は表１のとおりである。 
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（１） 被説明変数 

 被説明変数は 𝑆𝑇𝐴𝑅𝑇𝑖である。これは、地域 𝑖の 2012年の全産業における民営事

業所の新規開業率を表す。これは、2012年に新設された事業所の数を、その年に存

在する総事業所数で除したものである。こうした開業率の定義は、前節で紹介した

諸先行研究においても用いられているものであり、本稿もこれを踏襲する。 

 

（２） 説明変数 

 説明変数は 𝐻𝐼𝐺𝐻𝑖である。これは、地域 𝑖の１５歳以上人口における高学歴者（大

卒以上の学歴を持つ就業者）の割合である。開業者にはある一定以上の教育水準が

必要とされることを指摘している研究は国内外問わず少なくない。本稿でも、高度

な教育を受けた人材の供給がその地域における人的資本を高め、それによって開業

率が向上すると考え、説明変数にこれをおくものである。 

 

（３） コントロール変数 

 その他の変数はコントロール変数である。前節でも述べたとおり、コントロール

変数は、説明変数 𝐻𝐼𝐺𝐻𝑖が被説明変数 𝑆𝑇𝐴𝑅𝑇𝑖に与える影響を正しく評価するため

におくものである。したがって、コントロール変数は被説明変数と説明変数の両方

と相関を持つものをおかなくてはならない。 

 𝐷𝐸𝑁𝑆𝑖は、地域 𝑖の事業所密度、つまり１平方キロメートルあたりに存在する事業

所の数である。事業所の数が増えるほど、高学歴者の就業者が増える可能性が高く

なることは容易に想像できるであろう。 

 次に𝑃𝑂𝑃𝑖は、地域 𝑖の人口を示すものである。人口の多い地域ほど、大学等の高

等教育機関の数が多いということを考慮すると、人口の増減が高学歴者比率に影響

を与えると考えられる。 

 最後に𝐼𝑁𝐶𝑖は、地域 𝑖の平均所得である。これは各地域の１人あたり課税対象所

得を当該地域の物価指数で除したものを用いる。平均所得と学歴の相関を論じた研

究は多く、これに関してもコントロール変数としての役割を十分果たすと考えられ

る。 
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（４） ウェイト 

 ウェイトには、第１項において述べた理由より、2012年の民営総事業所数をおく。

これは、開業数の多い地域に大きなウェイトをかけることにより、正しい政策的含

意を導くことができると考えられるためである。 

 

表１ 変数の定義と出所 

変数名 定義 出典 

START 開業率 総務省 「平成２４年 経済センサス」の 

    「事業所に関する集計」より 

HIGH 高学歴者比率 総務省 「平成２２年 国勢調査」の 

    「産業等基本集計」より 

DENS 事業所密度 総務省 「平成２４年 経済センサス」の 

    「事業所に関する集計」より 

POP 人口 総務省 「平成２２年 国勢調査」の 

    「人口等基本集計」より 

INC 平均所得 総務省 「平成２４年度市町村税課税状況等の調」 

                                   （筆者作成） 

 

 第３項 推定結果 

 記述統計量と推定結果は表２、３の通りである。 

 表３より、HIGHの係数は 5.681、t値が 9.066と統計的に正に有意であり、「高学歴者比

率は新規開業率に対して正の影響を与える」という仮説は正しかったということが検証さ

れた。また決定係数は 0.1952であり、モデルの説明力はあると考えられる。 

 この推定結果から得られる政策的含意に関しては次章で説明する。 
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表２ 記述統計量 

変数名 平均 標準偏差 最小値 中央値 最大値 

START 3.2294 2.106424 0.3425 2.9035 35.3982 

HIGH 0.11952 0.059099 0.02154 0.10550 0.38061 

DENS 85.74 273.7572 0.10 13.40 4226.60 

POP 73495 99483.9 341 35259 877138 

INC 28.19 4.668382 19.35 27.48 85.26 

サンプルサイズ：1732                         （筆者作成） 

 

表３ 推定結果 

説明変数 係数 t 値 有意水準 

HIGH 5.681 9.066 *** 

DENS 4.805e-04 9.064 *** 

POP -5.554e-07 -3.028 ** 

INC -4.127e-03 -0.809  

サンプルサイズ：1732  決定係数：0.1952 ***：0.1%有意 **：1%有意 *：5%有意 

                                   （筆者作成） 
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第４節 開業企業の生産性についての分析 

 次に、本稿独自の分析である開業企業の生産性についての分析を行う。 

 

第１項 モデル 

 分析の基本的枠組みは、先ほどの開業要因分析と同じく、以下のような線形の重回帰モデ

ルである。推定には、前節と同様に市区町村レベルの地域データを使用する。欠損値処理を

行ったため、サンプルサイズは 1573である。 

 

𝑃𝑅𝑂𝐹𝑖 = 𝛽0 + 𝛽1𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌𝑗 + 𝛽2𝑃𝑂𝑃𝑖 + 𝛽3𝐼𝑁𝐶𝑖 + ε𝑖    

    （𝑖 = 1,2, … ,1573, 𝑗 = 1,2,3,4,5    ε は誤差項） 

  

 各変数の定義は次項で説明する。上記のように、企業の開業後の生産性を被説明変数にお

き、これに関しても推定には加重最小二乗法を用いる。ウェイトには事業所に働く総従業員

数を採用した。 

 

第２項 変数 

各変数の定義を以下で説明する。変数の出所は表４のとおりである。 

 

（１） 被説明変数 

 被説明変数は𝑃𝑅𝑂𝐹𝑖である。これは、2012 年における地域 𝑖の全産業の事業所で

働く従業員１人あたりの収益である。開業後の企業の生産性を測る地域レベルでの

指標を選定するのはデータの制約上容易ではない。本稿では、入手データから地域

 𝑖における全事業所の総収益を計算し、それを総従業員数で除すことによって従業

員１人あたりの収益を求めた。従業員１人あたりの収益は、企業の生産性を表す１

つの指標であるので、生産性の代替変数として適当だと考える。 
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（２） 説明変数 

 説明変数は𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌𝑗である。これは地域 𝑖の事業所の開業時の資本状況を表すもの

であり、開業時の資本金額6に応じて𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌1~𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌5の５つのレベルを設定した。

以下、表４を使って説明する。 

 

表４ 札幌市の𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌 

資本金階級 

（万円） 

300 

~500 

500 

~1000 

1000 

~3000 

3000 

~5000 

5000 

~10000 

0 

~10000 

事業所数 

（社） 

9031 

(A) 

2757 

(B) 

9164 

(C) 

1184 

(D) 

752 

(E) 

24677 

(F) 

                                （筆者作成） 

 

 上表は 2012年の札幌市の実際のデータである。これは、例えば、札幌市には 2012

年時点で資本金 500 万〜1000 万円で開業した事業所が 2757 社、5000 万〜1 億円で

開業した事業所が 752 社あることを示している。なお、資本金の定義より、全ての

企業が 2012年に開業した事業所とは限らない。 

 最も重要なことであるが、本分析は「開業時の資本金の大小が開業後の生産性に

及ぼす影響」を実証することが目的であるので、このデータを次のように工夫した。 

  

                                  𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌1 =
𝐸

𝐹
 

                           𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌2 =
𝐷+𝐸

𝐹
  

                           𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌3 =
𝐶+𝐷+𝐸

𝐹
  

                           𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌4 =
𝐵+𝐶+𝐷+𝐸

𝐹
  

                           𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌5 =
𝐴+𝐵+𝐶+𝐷+𝐸

𝐹
  

 

以上のように𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌1~𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌5を定義し、これらをそれぞれ順に説明変数に代入し

て、５回推定を行う。すると、例えば𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌1と𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌2の推定結果を比較すること

                                                   

6 なお資本金の定義は「企業が開業した際に保有している資金」のことであり、500 万円の資金でもって開業した企業

の資本金は、１年経とうと５年経とうと 500 万円である。 
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によって「𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌1から𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌2へと、より資本金の低い事業所の数が加わったこと

によって、生産性との相関に変化があったか」などを詳細に見ることができる。 

 こうした開業時の経済状況を説明変数とする分析は、おそらくデータの制約上の

問題からか、筆者の知る限りでは今までに全くない。したがって、既存のデータに

工夫を加えて、そういった分析を行ったことは本稿の貢献であるといえよう7。 

 

（３） コントロール変数 

 開業要因での分析と同じく、コントロール変数として𝑃𝑂𝑃𝑖と𝐼𝑁𝐶𝑖を用いる。した

がって定義は前節と同じであるのでここでは省略する。 

 

表５ 変数出所 

変数名 定義 出典 

PROF 従業員１人あたり

収益 

総務省 「平成２４年 経済センサス」の 

    「事業所に関する集計」より 

MONEY 資本金状況 総務省 「平成２４年 経済センサス」の 

    「事業所に関する集計」より 

POP 人口 総務省 「平成２２年 国勢調査」の 

    「人口等基本集計」より 

INC 平均所得 総務省 「平成２４年度市町村税課税状況等の調」 

                                   （筆者作成） 

 

 

                                                   

7 なお本来のデータではこの５階級以外に「300 万円未満」と「１億円以上」という階級が存在する。300 万円以上

の事業所数を MONEY の分子に組み入れなかったのは、MONEY の値が全地域において１になるからである。また１

億円以上の階級を分析から除外したのは、欠損値があまりにも多く正しい分析が困難になるためである。 
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第３項 推定結果 

 記述統計量と推定結果は表６〜表１１のとおりである。表７〜表１１より、𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌1〜

𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌4までは統計的に正に有意、𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌5においては無相関という結果になった。また、

５回の推定を通して決定係数は 0.5〜0.6 の高水準を保っており、このモデルの説明力は

非常に高いといえる。 

 この推定結果から得られる政策的含意に関しては次章で説明する。 

 

表６ 記述統計量 

変数名 平均 標準偏差 最小値 中央値 最大値 

PROF 1862.2 1358.391 383.7 1580.5 30940.6 

POP 80107 101984.5 1606 41851 877138 

INC 28.47 4.696686 19.35 27.67 85.26 

MONEY1 0.025158 0.0137233 0.002146 0.022727 0.173913 

MONEY2 0.06962 0.0333205 0.01079 0.06370 0.45000 

MONEY3 0.4009 0.0949648 0.1458 0.3898 0.75000 

MONEY4 0.5613 0.0792586 0.3361 0.5545 0.8254 

MONEY5 0.9506 0.0207230 0.8276 0.9531 1.0000 

サンプルサイズ：1573                                                 （筆者作成） 
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表７ 推定結果（𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌1） 

説明変数 係数 t 値 有意水準 

MONEY1 5.640e+04 20.797 *** 

POP -7.705e-04 -3.598 *** 

INC 8.913e+01 19.068 *** 

決定係数：0.6178  サンプルサイズ：1573  ***：0.1%有意 **：1%有意 *：5%有意 

                                         （筆者作成） 

 

表８ 推定結果（𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌2） 

説明変数 係数 t 値 有意水準 

MONEY2 2.278e+04 16.989 *** 

POP -8.597e-04 -3.856 *** 

INC 1.132e+02 26.131 *** 

決定係数：0.5882 サンプルサイズ：1573  ***：0.1%有意 **：1%有意 *：5%有意 

                                   （筆者作成） 

 

表９ 推定結果（𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌3） 

説明変数 係数 t 値 有意水準 

MONEY3 5.076e+03 12.677 *** 

POP -1.489e-03 -6.596 *** 

INC 1.262e+02 29.078 *** 

決定係数：0.5578 サンプルサイズ：1573  ***：0.1%有意 **：1%有意 *：5%有意 

                                   （筆者作成） 
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表１０ 推定結果（𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌4） 

説明変数 係数 t 値 有意水準 

MONEY4 6.101e+03 12.329 *** 

POP -1.118e-03 -4.842 *** 

INC 1.335e+02 32.647 *** 

決定係数：0.5555 サンプルサイズ：1573  ***：0.1%有意 **：1%有意 *：5%有 

                                  （筆者作成） 

 

表１１ 推定結果（𝑀𝑂𝑁𝐸𝑌5） 

説明変数 係数 t 値 有意水準 

MONEY5 1.031e+03 0.402  

POP -1.719e-03 -7.267 *** 

INC 1.561e+02 39.986 *** 

決定係数：0.5125 サンプルサイズ：1573  ***：0.1%有意 **：1%有意 *：5%有意 

                                   （筆者作成） 
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第４章 政策提言 

第１節 分析からの政策的含意  

 前章の分析において、主に２つの分析結果が得られた。１つ目は、高学歴者（大卒以上

の学歴を持つ就業者）の比率（HIGH）の高い地域ほど、その地域の開業率が高いというこ

とである。これより、高学歴者による開業や、開業時における良質な人材の調達、開業に

対する専門的な支援活動を受けられる可能性を含めて、高度な人的資本が相対的に多い地

域で開業が促進されると考える。  

２つ目は、開業時の資本金（MONEY）が潤沢なほど、企業の開業後の生産性は高くなる

ということである。資本金（MONEY）の定義を５段階に分けて分析を行った結果、正に相

関があることが示された。そのため、日本経済の生産性向上に寄与するような質の高い開

業には、十分な資金供給が重要だと考えられる。  

また、ベンチャー支援の実態を探るため、京都大学産官学連携本部を訪問し、京都大学

イノベーションキャピタル株式会社（以下、京大 iCap）への聞き取り調査を行った。聞き

取り調査の結果、以下の２点が分かった。１つ目は、ベンチャー創出の成功に最も必要な

要素は、技術力ひいては競争力の源泉となる知財（シーズ）だということである。２つ目

は、起業家、知財、サポート側の経営人材の集約が、開業率向上に必要だということであ

る。以上を踏まえ、次節では政策提言の方向性を示す。 

 

第２節 政策提言の方向性 

我々は分析結果から、開業率向上のためには、高度な人的資本（HIGH）と知財が集約す

る拠点づくりが必要であると考えた。開業支援の拠点としては、既に高度な人的資本と知

財が集約している場所を選び、更なる集約を高めることで開業率の向上を図る。また、我

が国の経済の生産性向上のためには単なる開業数の増加ではなく、高い生産性を有する企

業の新規開業が求められる。そこで開業企業の質に関する分析を行った結果から、開業時

の十分な資金供給（MONEY）が重要だと考えられる。そのため、開業支援の拠点には、開
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業しようとする起業家、あるいは事業化の見込みがある知財に対するリスクマネーを供給

する機能が求められる。 

本章ではこれらの分析結果を踏まえ、大学発 VCを開業支援の拠点として、全国各地域

に計７か所設置することを提言する。その目的は、開業増加を通じて TFPを上昇させ、潜

在成長率の向上を促すことである。地方においても潜在成長率が上昇し、地域経済が活性

化することにより、最終的には我が国全体の経済が活性化することが、本稿の描く我が国

の将来像である（図８）。 

近年、民間 VCによるベンチャー投資も活発化しつつあるものの、VC投資額の対 GDP比

は、日本はアメリカの約７分の１、韓国の約２分の１となっている8。そこで、行政が行う

べき開業支援は、資金供給の難しいシーズ段階へのリスクマネーの供給である。なぜな

ら、民間 VCではこういった資金供給はリスクの高さゆえに難しく、行政が民業を補完す

る必要があるからである。ここに行政が大学発 VCに取り組む意義があると考える。本稿

の提言は、京大 iCapの開業支援制度をもとに、独自のアレンジを加えたものである。本

稿が提言する「拠点としての大学発 VC」は、現行の開業支援施策を最大限活用したうえ

で、ベンチャー創出に必要な要素を拠点に集約することで、それらの相乗効果を生むため

に導入されるものである。 

 

図８ 本稿の方向性イメージ 

 

（筆者作成） 

                                                   

8（資料）OECD Entrepreneurship at a Glance 2013。 
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第３節 開業支援の拠点としての大学発 VC 

（A）拠点の選定 

 聞き取り調査から、ベンチャー創出に最も必要な要素は、技術力ひいては競争力の源泉

となる知財（シーズ）だということが分かった。また木村(2014)でも「革新的な開業を各

地域で増やしていくためには、地域における知的資本や人的資本、起業家資本といった無

形資産の蓄積が重要な鍵を握っている。（中略）そして、その知識資本の蓄積には大学な

どの研究機関（による産官学連携など）が重要な役割を担っている」としている。そこ

で、我々はその地域の開業支援の拠点を選定する際に、各大学の保有する特許数に注目し

た。それは、既に知財が集約している大学に拠点を設けることが効率的だからである9。  

 平成 26年度の各国公立大学における特許出願件数と、累積の特許保有件数から、各地

域に拠点を１か所選定した（表１２）。2016年現在４つの大学発 VC（東大、京大、阪

大、東北大）が存在するが、阪大 VCと京大 VCを関西の拠点として集約し、新たに北海道

大、名古屋大、広島大、九州大の計７か所に大学発 VCを設置することを提言する。 

 

表１２ 各エリアの拠点 

北海道エリア 北海道大学  

東北エリア 東北大学  

関東エリア 東京大学  

中部エリア 名古屋大学  

関西エリア 京都大学  

中国・四国エリア 広島大学  

九州エリア 九州大学  

                                       （筆者作成） 

  

                                                   

9 我々の簡単な分析により、前章の分析結果で開業率に対して正に有意であったその地域の大卒者比率（HIGH）と、

地域の大学の特許数には正の相関があることが分かった。これは、大学が保有する特許数を軸に拠点を選定すること

は、分析結果及び聞き取り調査の結果と整合的であることを示している。 
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 ここで、誰が各拠点を運用するのかという問題が生じる。しかし、拠点に選定した７つ

の大学のうち、既に３大学では大学発 VCが存在し、残りの４大学でも産官学連携部門が

ベンチャー創出への取り組みを行っている。この既存の組織と人員を活用し、また、後述

するように、拠点間でのネットワークを構築することで、現行の仕組みから我々が提言す

る新たな大学発 VCの仕組みへとスムーズに移行できると考える。 

 

（B）大学発 VCの概要  

 我々が提言する「拠点としての大学発 VC」の特色を６つに分けて、京大 iCapの方式

（以下、京大方式）と比較しながら説明する。 

 

１.知財の集約 

＜京大方式＞  

 京都大学内の知財に対象を絞って情報収集を行っている。 

＜独自の提言＞ 

 地域内における全ての大学の知財の情報を、各拠点が一括管理する。この施策により、

起業家が幅広い知財と出会うことが可能となる。また、これまで地方で眠っていた知財

が、サポート側の経営人材（ここでは大学発 VCの立場で、知財を事業化に向けて目利き

する人材とする）による選定の対象となる。  

 知財の集約を進めると同時に、研究成果の特許化を積極的に行うことで、事業化に関心

のない研究者であっても、その成果の特許化・起業家による事業化によって更なる研究資

金を得る知的創造のサイクルを確立する。  

＜実現可能性＞  

 知財が相対的に少ないために焦点を当てられることがなかった大学も、追加的コストを

ほとんどかけずに済む。また、既に京大 iCapが京都大学内でこのような知財集約を行っ

ているため、知財集約に関するノウハウがあり、実現可能性は高いと考えられる。 

  

２.起業家の集約 

＜京大方式＞ 

 既に存在する起業家・起業希望者を集約させるような目立った施策はない。  

＜独自の提言＞  
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 京大方式の起業家支援に加え、開業に関心の強い人材を地域内から拠点へ集約させる。

この施策により、開業時の言わば仲間作りや、互いの情報交換の場を提供することができ

る。  

＜実現可能性＞  

 開業に関心のある人材を集めたコンテストやイベントは現在でも数多く存在するので、

実現可能性は高いと考えられる。   

  

３.シーズ段階からの長期的な育成 

＜京大方式＞  

 業種を限定せず幅広い学問分野の「京都大学の知」に対し、投資を行う。既に起業して

いる企業も対象となり得るが、初回投資においてシーズからアーリーステージにある企業

を中心とする。 また、大学発 VCはあくまで民業補完のみを目的とする官製ファンドであ

るため、民間ファンドでは投資が難しいような、大学が有するシーズ段階や事業アイデア

段階の知財に投資対象を限定する。  

 技術シーズを事業化するために、研究者と起業家、民間企業との共同研究において成果

が挙がったものでも、その後の民間企業で事業化が行われない現状を打破するため、シー

ズ段階から事業化に向けたコンサルティングを行う。研究成果の実用性を検証するための

取り組みを早期から行い、事業化へのスムーズな橋渡しに取り組む。  

 民間 VCの一般的な運用期間が 10年であるのに対し、京大 VCのファンド運用期間を 15

年とすることで、イノベーションとなり得る基礎研究の育成を行う。  

＜独自の提言＞  

 京大方式と同様、長期的な視野に立った投資・支援を行い、民業補完に徹する。しか

し、知財の集約によるメリットを生かすために、拠点を置く大学の知財に投資対象を限定

することなく、その地域の全ての大学が有する知財を対象とする。また、各拠点がそれぞ

れその地域が比較優位性を持つ技術に長期的に投資することで、研究所や人材の集積を促

し、各地域で特色ある中核的研究拠点を構築する。 

＜実現可能性＞ 

 既に京大 iCapがシーズ段階の基礎研究に対して、長期的なスキームで投資を行ってい

る。また、シーズ段階の基礎研究への投資は、リスクが高く税金の無駄遣いになるのでは

ないかという指摘が想定される。しかし、後述するようにサポート人材を民間企業から登
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用し、シーズに対して目利きを行うため、投資対象は事業化可能性の高いものに限られて

いる。以上より実現可能性は高いと考えられる。 

  

４.民間金融機関との連携 

＜京大方式＞ 

 京都大学が中心となり、京大 iCapと京大が認定した民間ファンドが協調・補完して京

大発ベンチャー企業の支援を行うことで、効率的な資金提供を行っている。具体的には、

京大 iCapと認定民間ファンドがシーズ情報共有の面では連帯するが、投資の面では互い

に自立した意思決定を行うという「自立と連帯が共存する仕組み」を構築している。 

＜独自の提言＞  

 各地域の拠点では、民間 VCや地銀等、幅広い民間金融機関が協力体制を構築する。そ

のため事業が本格化し、企業を設立するような段階に到達した際の資金調達の民間への橋

渡しの際に、幅広い資金調達が可能となる。また、大学発 VCと民間金融機関の間で情報

共有を行うことによって、投資検討、ベンチャー育成等多方面で協力関係を構築する（図

９）。  

＜実現可能性＞  

 京大に限らず、拠点に選択した大学では既に産学連携の取り組みで、地銀等との連携実

績が存在する。またシーズ段階での投資は大学発 VC が行うため、民間金融機関はシーズ

段階から十分な情報共有がある上で、アーリーステージ以降における投融資判断を行うこ

とができる。したがって、民間金融機関にとっても、リターンを得られる投融資の対象を

選びやすくなる等のメリットがあり、実現可能性は高いと考えられる。 
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図９ 民間金融機関との連携 

 

 

 （筆者作成） 

 

５.開業支援施策認知度アップへの取り組み 

＜京大方式＞  

 京都大学院生・学部生向け基礎プログラム等によるアントレプレナーシップ教育や、専

門家によるビジネスプラン研磨といった起業家の研修を行う。 

＜独自の提言＞  

 京大方式の起業家支援に加え、開業に関するあらゆる相談を受け付ける、ワンストップ

窓口を大学発 VCに創設する。大学発 VC、国、地方自治体、民間金融機関等が行っている

あらゆる開業支援の中から、相談者にとって最適な支援を紹介する。  

＜実現可能性＞ 

 先行事例として、北海道大学における「創業デスク」と呼ばれるワンストップ窓口が存

在しており、起業、ビジネスプラン作成、資金調達、販路開拓などの支援を行っている。

したがって、実現可能性は十分にあると考えられる。  

  

６.民間企業人材の登用 

＜京大方式＞  

 大学発 VC内のサポート人材は、民間企業から出向を受けて採用する等、民間の人材を

積極的に登用している。 

＜独自の提言＞ 
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 京大方式同様、各拠点が民間企業人材を登用する。それに加え、拠点間のネットワーク

を活用し、サポート人材が移動できる仕組みを導入する。 

＜実現可能性＞ 

 拠点を設置する大学と金融機関等との産学提携は既に多く、この既存の協力関係を生か

すことで、出向などの形態で民間人材を登用することが可能である。実際に、京大 iCap

では民間企業から出向を受けて、サポート人材として採用している。また、新規事業立ち

上げのノウハウを持つ民間企業出身者が比較的少ない地方においては、サポート人材の確

保が困難であることが予想される。しかし、独自の提言で述べたように、出張や出向とい

った形で地域間ネットワーク（次で詳しく説明する）を通じて、人材が供給されれば、実

現可能性は高いと考えられる。  

  

  

（C）地域経済活性化に向けて  

 我々は全国７か所に開業支援の拠点を設けることによって、拠点間のネットワークが有

効活用され、地方を含む日本全国で開業支援が活性化することを図る。大学が保有してい

る知財に関する情報が全国規模で共有されることによって、知財、起業家、サポート側の

経営人材達が、地域の枠を超えてマッチングすることが可能になる。したがって、情報が

比較的少なく、人材の集約度も低い地域であっても、拠点間のネットワークを活用するこ

とによって、開業に対して包括的な支援を受けることが可能となる。 

 木村(2014)の指摘によれば、地域の生産性向上に、新規開業が寄与するためには、当該

地域の比較優位性をいかに生かしていくかが重要である。比較優位には、その地域の大学

の得意分野、天然資源や観光資源、農産品、そして産業集積の状況などがある。このよう

な地域の特性を生かした製品やサービスを供給する企業を増やしていくことで、地域全体

の生産性を引き上げていくことが望ましい。開業支援の拠点を各地域に設置し、各拠点は

独自に投資する企業や知財を選定するため、その地域の資源を最大限に生かしたベンチャ

ー創出に長期的なスパンで取り組むことが可能となる。  

 地方での産業集積とイノベーションのモデルケースとしては、島根県松江市で集積が進

むソフト系 IT産業の事例がある。松江市で生まれたプログラミング言語「Ruby」を地方

自治体は産業発展に向けた地域の基盤資源と位置づけた。2006年には、JR松江駅前に OSS

（オープンソースソフトウェア）に特化した研究、交流の拠点として「松江オープンソー
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スラボ」を設置し、産官学連携の取り組み「Ruby City MATSUNEプロジェクト」を始動し

た。拠点設置による知識のスピルオーバー10や、政策的効果により、2007年から 2013年に

かけて、県内 IT企業の売り上げは 44%の上昇（120億 6000万円から 215億 6200 万円）を

記録した。また、2008年から 2014年までに島根県に進出した県外の IT企業数は 28社と

なっている。  

 このような地域の特性や比較優位性を有する知財を発見し、包括的な支援を行うこと

で、質の高い開業を促し、地域経済の活性化が可能であると考える。  

 

第４節 本政策の費用対効果  

 本節では、本稿が提案する政策の費用対効果を、概算を用いて分析する。概算するにあ

たり、参考となる前例を探したが、運用期間が完了した大学発のファンドは存在しなかっ

た。しかしながら、中小企業基盤整備機構(2007)では、「地域密着、産学連携などの政策

性を更に加えて投資先を限定しているファンドについては、収益が低めの状況となってい

る。これは、政策性の高い分野に投資先を絞り込むファンドについては、収益減というト

レードオフが生じやすいことを示している」としている。そのため、純民間ファンドとは

異なり、石井(2011)において分析されている政策的投資の意味合いが含まれる機構出資フ

ァンドの収益構造を参考に、概算を行った。したがって、本節の概算は多少仮定が強い側

面があるものの、おおよその見積もりとしての妥当性はあると考える。 

 まず費用面だが、京大 iCapに対する国立大学法人京都大学の出資額は 150億円となっ

ている。そのため、新たな４つの大学発 VCの設置に必要な費用は 150億×4＝600億円と

する。 

 次に効果面だが、石井(2011)によると、機構出資ファンドの投資対象のうち、８割が

「出資金総額の半分以下」または「出資金総額の半分から同額以下」の回収率である。そ

して残り２割の投資対象が「出資金総額＋５%程度」または「出資金総額＋50%程度」とな

                                                   

10 知識のスピルオーバーとは産業集積に伴う知識波及を通じて創出されたイノベーションによって、産業の生産性が

期間持続的に増大する効果を指している。 
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っている。以上を参考にし、我々が提言する大学発 VCの投資対象のうち、４割が「出資

金総額の 33%」、４割が「出資金総額の 66%」、１割が「出資金額の 105%」、１割が「出

資金総額の 150%」の回収率だと仮定すると、１拠点あたり（運用額 150億円）の回収額は

以下のようになる。 

 

表１３ １拠点あたりの想定投資回収額 

投資額 回収率 回収額 

60 億円（4 割） 33% 20 億円 

60 億円（4 割） 66% 40 億円 

15 億円（1 割） 105% 15 億 7500 万円 

15 億円（1 割） 150% 22 億 5000 万円 

 合計 98 億 2500 万円 

                                   （筆者作成） 

 

この合計回収額を 7 拠点が回収すると仮定すると、合計で 98 億 2500 万×7＝約 688 億円

の回収額となり、費用の 600 億円を上回る。したがって、政策の実行は妥当であると考え

る。 

第５節 今後の展望  

 開業支援の拠点を全国７か所のみに限定すると、地域経済の活性化ではなく、拠点を設

置した地方中核都市圏のみの活性化に留まるのではないかという指摘が想定される。だ

が、ここで改めて説明しておきたいのは、あくまで我々が提言する大学発 VCは、その地

域全体の開業支援を行う拠点なのであり、その拠点近郊においてのみ開業が起こるという

意味ではない。分析結果から、高度な人的資本と知財の集約が開業率向上に重要な役割を

果たすことが分かった。また、質の高い開業には開業時における十分な資金供給が重要と

なることも、分析から示唆された。そこで、地域の起業家・知財といった開業に不可欠な

資源を、ベンチャーキャピタルの形態を持つ拠点に一旦集約することで、以前までにはな

かった集約による相乗効果を生み出す。それによって、開業率向上を促す。 
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 現状分析で明らかになったように、我が国の開業率は他の先進国と比較しても大きく遅

れをとっている。この問題を解決するために、開業に関する資源の集約を行う「拠点とし

ての大学発 VC」を各地域に設置し、そこから日本各地で新たな中核的研究拠点を生み出

し、その周辺では良質な起業家を十分支援できるシステムを構築する。最終的には、質の

高い開業率の向上につながり、我が国の生産性の向上、ひいては経済成長率の向上につな

がると確信している。 
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おわりに 
 本稿では、停滞する我が国の経済を活性化させるために、開業に着目し、より具体的に

は地方を含めた全国で開業率を向上させるというアプローチをとった。第３章での分析に

より、（１）開業率の向上のためには地域の高学歴者比率を高めること、つまり高度な人

的資本を集約させることが必要であり、（２）また企業の開業後の生産性は、開業時にお

ける資本金の潤沢さに大きな影響を受けるので、開業時における企業への十分な資金供給

が重要である、という政策的示唆を得た。また京大 iCapへの聞き取り調査により、ベン

チャー創出の成功に最も必要な要素は、技術力ひいては競争力の源泉となるシーズである

ということが分かった。これらを踏まえて、第４章ではこれらすべての要因に有効に働き

かけることができる開業支援の拠点づくりを提言した。先述したとおり、実現可能性、費

用対効果の両側面から考慮しても、本稿で提言した政策は妥当であると強く確信してい

る。 

 その一方で、本稿では、そういった拠点内などにおけるエンジェル税制などの優遇政策

については触れていない。また大学発 VCは近年始まったばかりの取り組みであるので有

用なデータが非常に少なく、したがって政策シミュレーションなども行えていない。加え

て本稿では、開業について、全産業をまとめて分析している。先述したように、開業コス

トは業種によって差異があるので、業種別での分析も必要となる。これらの問題点は今後

の課題としたい。 

 我が国の開業率の低迷は深刻な問題であり、早急にこれに対処しなければならない。し

たがって本稿が、我が国のそういった問題の現状を再認識し、さらには大学発 VCなどの

新しい取り組みなどへ注目する一つの機会となれば幸いである。 

 大学発 VCを中心とした開業促進のための拠点づくりが全国で進み、開業率が向上する

ことによって、地域経済が活性化し、最終的には我が国の経済成長が成し遂げられること

を祈念し、本稿の結びとしよう。 
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